
△

△ （各年度総務省定員管理調査）

△

※一般行政部門とは、知事部局のうち下水道、公営競技等を
除いたもの。
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滋賀県の職員数の状況について
行財政対策特別委員会資料
平成２５年(2013年)２月８日
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滋賀県の部門別職員数の推移（平成１６年度を１００として）
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〔県全体の職員数の現状〕
○これまでから職員定数の削減を行ってきており、現在も行財政改革方針に基づいて、しっかりと人員削減を進めている。

○県職員全体のうち、法令定数（教職員・警察官）が約８割を占め、県の裁量により削減できる余地は限られている。

○一般行政部門の職員数は、平成１６年度から平成２３年度までに、１６．７％ 減少（H16：3,679 → H23：3,064）

職員の部門別職員数と構成比（平成２３年度）

一般行政
3,064人
(17.8%)

警察
2,523人 （14.6%）

教育
11,642人 （67.6%）



（職員数：少ない順） ☆印：人口類似県 （単位：人）

1 香川県 27 25 京都府 11

2 福井県 41 ☆ 26 山形県 43

3 山梨県 39 ☆ 27 長崎県 32

☆ 4 滋賀県 16 ☆ 28 熊本県 22

5 鳥取県 47 29 三重県 21

6 佐賀県 42 30 栃木県 18

☆ 7 奈良県 17 31 広島県 10

8 徳島県 44 32 宮城県 20

☆ 9 石川県 30 33 茨城県 12

10 島根県 46 34 長野県 19

☆ 11 富山県 34 ☆ 35 鹿児島県 33

12 高知県 45 36 福島県 31

☆ 13 秋田県 36 37 静岡県 8

☆ 14 和歌山県 38 38 新潟県 23

☆ 15 宮崎県 37 39 千葉県 4

☆ 16 大分県 35 40 埼玉県 3

☆ 17 愛媛県 25 41 兵庫県 6

☆ 18 沖縄県 28 42 神奈川県 1

☆ 19 山口県 26 43 福岡県 9

20 群馬県 14 44 大阪府 2

☆ 21 岩手県 40 45 愛知県 5

22 岡山県 15 46 北海道 24

☆ 23 青森県 29 47 東京都 7

24 岐阜県 13
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○ 一般行政部門の職員数は、全国で ４番目 に少ない。 〔３，０６４人〕
人口類似県（１７県）の中で 最少 （人口類似県の平均：３，８５５人）

（平成２３年度総務省定員管理調査）



（人口１万人あたり職員数：少ない順）

★ 1 神奈川県 25 愛媛県 ☆

★ 2 大阪府 26 山口県 ☆

★ 3 埼玉県 27 香川県

★ 4 千葉県 28 沖縄県 ☆

★ 5 愛知県 29 青森県 ☆

★ 6 兵庫県 30 石川県 ☆

★ 7 東京都 31 福島県

★ 8 静岡県 32 長崎県 ☆

★ 9 福岡県 33 鹿児島県 ☆

★ 10 広島県 34 富山県 ☆

★ 11 京都府 35 大分県 ☆

12 茨城県 36 秋田県 ☆

13 岐阜県 37 宮崎県 ☆

14 群馬県 38 和歌山県 ☆

★ 15 岡山県 39 山梨県

16 滋賀県 ☆ 40 岩手県 ☆

17 奈良県 ☆ 41 福井県

18 栃木県 42 佐賀県

19 長野県 43 山形県 ☆ ◎ 人口１万人当たり職員数

★ 20 宮城県 44 徳島県 人口類似県（１７県）の平均 ２９．１人
21 三重県 45 高知県

22 熊本県 ☆ 46 島根県

★ 23 新潟県 47 鳥取県

★ 24 北海道 ★印：指定都市の所在する団体 ☆印：人口類似県
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人口類似県の人口１万人あたり職員数

〔参考〕 教育部門：６番目に少ない。（８３．７人）
警察部門：最も少ない。 （１８．１人）

人口類似県１７県中、最も少ない。

○一般行政部門の人口１万人あたり職員数は、全国で １６番目 に少ない。
指定都市の所在する団体を除くと、全国で ４番目 に少なく、 人口類似県（１７県）の中では 最少 〔２２．０人〕



【試算職員数を１００とした場合の各都道府県職員数】
（平成２２年度総務省定員管理調査：一般行政部門）

1 25 佐賀県

☆ 2 26 北海道

3 香川県 27 茨城県

4 群馬県 ☆ 28 宮崎県

☆ 5 奈良県 29 宮城県

☆ 6 岩手県 30 静岡県

☆ 7 秋田県 31 高知県

8 京都府 ☆ 32 山口県

9 岡山県 33 鳥取県

10 福井県 34 島根県

【滋賀県の試算職員数】 11 広島県 35 徳島県

12 兵庫県 ☆ 36 和歌山県

13 千葉県 ☆ 37 大分県

× ＋ × ＋ ＝ 人 14 埼玉県 38 大阪府

15 神奈川県 39 福島県

16 山梨県 40 福岡県

○ 試算職員数を１００とした場合の職員数（指数化） ☆ 17 石川県 ☆ 41 山形県

平成２２年度一般行政部門職員数 ３，１３４人 18 三重県 42 愛知県

試算職員数 ３，６２５．６人 ☆ 19 青森県 ☆ 43 沖縄県

☆ 20 熊本県 ☆ 44 長崎県

21 栃木県 45 新潟県

☆ 22 愛媛県 ☆ 46 鹿児島県

23 長野県

☆ 24 富山県

☆印：人口類似県
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○ 人口と面積をもとにした試算職員数を示す参考指標（定員回帰指標）では、全国で ２番目 に低い。

定員回帰指標とは、

人口と面積のみを説明変数として、簡素で大括りに試算職員数を示す指標

・ 政府の地方分権改革推進委員会において、「地方公務員数を人口・面積など客
観的な指標で簡素に説明すべき」との指摘があったこと等を踏まえ、平成１９年度に
総務省「地方公共団体定員管理研究会」で検討。

・ 行政サービスの主要な提供対象を代表する統計数値であり、住民にとっても行政
需要との関連を実感しやすい「人口」と「面積」をつかって、各地方公共団体の定員
管理の状況をわかりやすく説明できるように算出された参考指標

人口千人
あたりの係数

ａ

面積１ｋ㎡
あたりの係数

ｂ

一定値
(権能差も反映)

ｃ

人 口
(千人)
Ｘ1

面 積
(ｋ㎡)
Ｘ2



○ 特に３０歳代の職員数の減少が大きく、今後の中堅職員の育成に向けて課題がある。
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事務職員 男女別年齢構成 (H25.1.1現在)



＜参考＞ 平成１６年度 事務職員 男女別年齢構成 (H16.4.1)
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調査時期：平成２３年７月～８月
調査対象：課長級以下の職員を対象
回 答 率 ：２８．１％

担当する業務の量が「多い」、「やや多い」・・・・・・・５１．４％

Ｑ 多いと感じる理由は何ですか？（２つ選択回答）

人員削減の影響・・・・・・・・３７．９％
所管事務が増加した・・・・・２８．２％
資料作成が増えた・・・・・・・２２．５％

Ｑ その結果どのような問題が生じていると思いますか？（２つ選択回答）

目先の仕事に時間をとられ、議論できていない・・・・・・・・・６４．８％
仕事と家庭のバランスをうまく保てなくなった・・・・・・・・・・・・２８．７％
チェック体制が弱くなった・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８．２％

□□ 仕事に関する職員アンケートの結果 □□ ○ 新たな行政需要への対応が必要となっています。

・国の緊急経済対策としての公共事業費の増加

・新名神高速道路事業対応の増加

・二巡目国民体育大会を開催する場合の対応

・第39回全国高等学校総合文化祭(平成27年度)の開催準備

先催府県の開催準備体制の整備状況をみると、人員体制を順
次ととのえ、開催年には１００人程度の人員体制が必要。

先催府県の開催準備体制の整備状況をみると、開催年には約
１５人程度の人員体制が必要。

業務量に関する問いに対して、・・・・・

○サブグループリーダーの設置
グループ員のサポート・指導をよりきめ細かく行い、グループ内のコミュニケー
ションの活性化や協力体制がとれるよう、平成23年度から原則としてすべて
のグループにサブグループリーダーを設置するようにしている。

○朝礼や終礼の実施
スケジュールや課題を共有し、業務の的確な進行管理や必要に応じて業
務量の平準化を図っている。

○定型業務のマニュアルやＱ＆Ａ集の作成
業務の標準化を図るとともに、マニュアルの共有化を図っている。

○資料の簡素化、会議・協議の効率化

※効率的な仕事の進め方や取組事例を庁内に周知し、取組を推進している。

このような課題に対応するために


